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印刷・出版年月 名　　称 備　　考

1991年（H3）
8月

放射線被曝者医療国際協力推進事業：概要
（日本語、英語、ロシア語、ハングル、各版） 広報資料、非売品

5. 出版物一覧

1992年（H4）
6月 原爆放射線の人体影響1992 発行所：㈱文光堂 12,000円

1993年（H5）
４月 ＨＩＣＡＲＥ研修レポート集 非売品

1998年（H10）
３月 「緩和ケア国際研修会」報告書 非売品

1999年（H11）
２月 「放射線被曝者医療国際協力に関する講演会―放射線から身を守るために」報告書 非売品

1993年（H5）
４月 原爆放射線の人体影響1992：要約版 発行所：㈱文光堂 １，５４５円

1994年（H6）
３月 放射線被曝者医療国際協力相手方機関専門家リスト（第１集） 放医協内部資料

非売品

1995年（H7）
３月

放医協内部資料
非売品

放射線被曝者医療国際協力ハンドブック
第７集ロシア編、第８集ベラルーシ編、第９集ボリビア編

1995年（H7）
４月

発行所：
Harwood Academic Publishers
８，２４０円

Effects of A-Bomb Radiation on the Human Body

2000年（H12）
２月 「放射線被曝者医療国際協力に関する講演会―放射線　知っていますか」報告書 非売品

2001年（H13）
３月 「HICARE１０周年・IRPA-10開催記念市民セミナー　生活と放射線」報告書 非売品

1999年（H11）
３月

発行所：
Harwood Academic Publishers
非売品

原爆放射線の人体影響１９９２：要約版（ロシア語）

1996年（H8）
３月 非売品「被爆５０周年シンポジウム・放射線被曝者医療の現状と展望

－世界の事例と広島の貢献－」報告書

1996年（H8）
３月 非売品放射線被曝者医療国際協力推進協議会の歩み：1990～1995年度

1997年（H9）
３月 非売品

チェルノブイリ事故１０周年
放射線事故に学ぶ公開国際シンポジウム
―放射線事故と疫学研究に関する国際協力をめざして－報告書

1998年（H10）
２月

WHO/HICARE SYMPOSIUM ON RADIOLOGICAL ACCIDENTS
AND ENVIRONMENTAL EPIDEMIOLOGY：
A Decade after the Chernobyl Accident

1993年（H5）
１０月 A-Bomb　Radiation Effects-Digest

発行所：
Harwood Academic Publishers
３，６０５円

1994年（H6）
３月

放射線被曝者医療国際協力ハンドブック
第１集ブラジル編、第２集パラグァイ編、第３集アルゼンチン編、第４集カザフスタン編、
第５集ウクライナ編、第６集アメリカ編

放医協内部資料
非売品

放射線被曝者医療国際協力推進協議会規約

（名　称）

第１条　この協議会は、放射線被曝者医療国際協力推進協議会（以下「協議会」という。）という。

（目的及び事業）

第２条　協議会は、人類で最初に原子爆弾による惨禍を被った広島が有する被爆者治療の実績及び放射線障害に

関する調査研究の成果について、国内外の被曝者の医療に有効に生かしていくための体制をつくり、もって広島の世

界への貢献と国際協力の推進に資することを目的とする。

２　前項の目的を達成するため、協議会は次の事業を実施する。

（1）　国内外からの医師等の研修受入れ

（2）　国内外への医師等の派遣

（3）　放射線被曝者医療に関するデータの収集整理及びその提供

（4）　関係機関相互の連携体制の強化に関する調査研究

（5）　人材育成及び情報発信拠点の機能に関する調査研究

（6） その他放射線被曝者医療の国際協力を推進するために必要な調査研究等

（理事会）

第３条　協議会の最高決定機関として、次の各号に掲げる理事で構成する理事会を置く。

（1）　一般社団法人広島県医師会会長

（2）　一般社団法人広島市医師会会長

（3）　広島大学理事（医療担当）

（4）　広島大学病院院長

（5）　広島大学原爆放射線医科学研究所所長

（6）　公益財団法人放射線影響研究所理事長

（7）　公益財団法人広島原爆障害対策協議会会長

（8）　広島赤十字・原爆病院院長

（9）　広島県副知事

（10）広島市副市長

（11）　学識経験者若干名

２　前項第11号に掲げる理事は、前項第１号から第10号までに掲げる理事の総意により選任する。

３　理事会に、会長１名及び副会長２名を置く。

４　会長及び副会長は、理事の中から互選する。

５　会長は、協議会を代表し、会務を統括する。

６　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した順序によって

その職務を代行する。

７　会長の任期は２年とし、再任を妨げない。

第４条　理事会は、会長が招集する。

２　理事会は、理事の２分の１以上の出席により成立するものとし、議長は会長とする。

３　理事会は、次の各号に掲げる事項について審議し、決定する。

（1）　事業計画に関すること

（2）　予算・決算に関すること

（3）　規約等に関すること

（4）　理事の就任に関すること

（5） その他、会長が必要と認めた事項に関すること

４ やむを得ない理由により、会議に出席することができない理事は、書面により他の出席理事に表決を委任することが

できる。この場合、第２項の適用については出席したものとみなす。

５　理事会は毎年１回以上開催する。

６　理事会は、必要に応じて書面により開催することができる。

（特命理事）

第５条　会長は、理事会に特命理事を置くことができる。

２　特命理事は、会長が理事の中から指名し、会長が特に認めた重要案件に係る事業の執行について、幹事会を指

揮することができる。

３　特命理事は、必要に応じて幹事会に出席することができる。

（幹事会）

第６条　協議会に、幹事会を置く。

２ 幹事会は、第３条第１項第１号から第10号に定める理事がその所属する機関の職員の中から指名した幹事で構成

する。

３　幹事の任期は２年とし、再任を妨げない。

４　幹事は、会長が委嘱する。

５　幹事会に代表幹事及び副代表幹事の各１名を置く。

６　代表幹事及び副代表幹事は、幹事の互選により決定し、幹事会を主宰し、統括する。

７　副代表幹事は代表幹事を補佐し、代表幹事に事故あるとき又は代表幹事が欠けたときは、その職務を代行する。

第７条　幹事会は、代表幹事が招集する。

２　幹事会は、幹事の２分の１以上の出席により成立するものとし、議長は代表幹事とする。

３　幹事会は、第２条第２項に定める事業の企画・立案を行い、並びに当該事業の業務を執行するとともに、次の各号

に掲げる事項について審議し、決定する。

（1）　理事会に付議すべき事項

（2）　理事会が議決した事項の執行に関すること

（3） その他、理事会の議決を要しない業務の執行に関すること

４　幹事会は、必要に応じて書面により開催することができる。

（参　与）

第８条　協議会に参与若干名を置く。

２　参与は、理事会の諮問に応じ、必要に応じて理事会に意見を述べることができる。

３　参与は、会長が委嘱する。

（ワーキンググループ）

第９条　協議会に、会長に命じられた事項を調査し、整理するために、ワーキンググループを置く。

２ ワーキンググループの構成員は会長が指名する。

（事務局）

第10条　協議会に事務局を置く。

２　事務局は、広島県健康福祉局被爆者支援課に置く。

３　事務局に事務局長及び事務局次長を置く。

４　事務局長は広島県健康福祉局被爆者支援課長を、事務局次長は広島市健康福祉局原爆被害対策部調査課長

をもって充てる。

（会　計）

第11条　協議会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとする。

２　協議会の事業運営に要する経費は、広島県・広島市の負担金等をもって充てる。

３　協議会の会計を監査するために会計監事２名を置き、広島県健康福祉局健康福祉総務課長及び広島市健康福

祉局健康福祉企画課長をもって充てる。

（雑　則）

第12条　この規約に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が定める。

附　則

この規約は、平成３年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成４年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成９年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成11年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成13年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成14年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成15年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成18年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成20年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成23年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成24年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成26年４月１日から施行する。
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印刷・出版年月 名　　称 備　　考

2002年（H14）
３月

2001年（H13）度放射線被曝者医療国際協力推進協議会講演会報告書いつでも、
どこでも、だれでもが最善の医療を受けられる緊急被ばく医療体制をめざして
～わたしたちの健康と命を守るため、放射線について考えてみよう～

非売品

2003年（H15）
３月

緊急被ばく医療体制について考えるシンポジウム
迅速で、実効性のある緊急被ばく医療体制をめざして
～放射線事故への対応を考える～

2004年（H16）
１月

日本・カザフスタン被曝者医療協力の成果と将来計画（抜粋）
カザフスタンにおける被曝者医療協力の実情を聞く
～カザフスタン共和国ドスカリエフ保健大臣を迎えて～

非売品

非売品

2016年（Ｈ28）
3月

ＨＩＣＡＲＥ被爆７０年事業国際シンポジウム
－原爆被爆７０年被爆者医療体験の継承と国際貢献－ 非売品

2005年（H17）
3月

ＨＩＣＡＲＥ講演会
「世界の放射線被ばくの現状を知る」報告書 非売品

2007年（H19）
3月 ＨＩＣＡＲＥ創立１５周年記念「国際シンポジウム」報告書

2007年（H19）
3月

第１２回広島国際シンポジウム
「セミパラチンスクにおける放射線の影響」

2008年（H20）
3月

放射線被ばく者医療の国際協力シンポジウム
－ブラジルでの被爆者医療現地研修実施報告－報告書

発行所： ㈱文光堂
14,000円

2009年（H21）
3月 非売品第１４回広島国際シンポジウム　ワークショップ

2010年（H22）
12月 非売品「国際原子力機関（IAEA）と放射線被曝者医療国際協力推進協議会（HICARE）の

協働に関する覚書署名式」

2012年（H24）
3月 非売品「放射線の人体影響  放射線被ばく者医療の国際的なネットワークの確立に向けて－」

報告書

2012年（H24）
3月 原爆放射線の人体影響　改訂第2版

2006年（H18）
2月

第１１回広島国際シンポジウム
「チェルノブイリ原発事故２０年とセミパラチンスク」

2006年（H18）
3月

被曝６０周年記念
「放射線被ばく者医療の国際協力シンポジウム」報告書

非売品

非売品

非売品

非売品

非売品

放射線被曝者医療国際協力推進協議会規約

（名　称）

第１条　この協議会は、放射線被曝者医療国際協力推進協議会（以下「協議会」という。）という。

（目的及び事業）

第２条　協議会は、人類で最初に原子爆弾による惨禍を被った広島が有する被爆者治療の実績及び放射線障害に

関する調査研究の成果について、国内外の被曝者の医療に有効に生かしていくための体制をつくり、もって広島の世

界への貢献と国際協力の推進に資することを目的とする。

２　前項の目的を達成するため、協議会は次の事業を実施する。

（1）　国内外からの医師等の研修受入れ

（2）　国内外への医師等の派遣

（3）　放射線被曝者医療に関するデータの収集整理及びその提供

（4）　関係機関相互の連携体制の強化に関する調査研究

（5）　人材育成及び情報発信拠点の機能に関する調査研究

（6） その他放射線被曝者医療の国際協力を推進するために必要な調査研究等

（理事会）

第３条　協議会の最高決定機関として、次の各号に掲げる理事で構成する理事会を置く。

（1）　一般社団法人広島県医師会会長

（2）　一般社団法人広島市医師会会長

（3）　広島大学理事（医療担当）

（4）　広島大学病院院長

（5）　広島大学原爆放射線医科学研究所所長

（6）　公益財団法人放射線影響研究所理事長

（7）　公益財団法人広島原爆障害対策協議会会長

（8）　広島赤十字・原爆病院院長

（9）　広島県副知事

（10）広島市副市長

（11）　学識経験者若干名

２　前項第11号に掲げる理事は、前項第１号から第10号までに掲げる理事の総意により選任する。

３　理事会に、会長１名及び副会長２名を置く。

４　会長及び副会長は、理事の中から互選する。

５　会長は、協議会を代表し、会務を統括する。

６　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した順序によって

その職務を代行する。

７　会長の任期は２年とし、再任を妨げない。

第４条　理事会は、会長が招集する。

２　理事会は、理事の２分の１以上の出席により成立するものとし、議長は会長とする。

３　理事会は、次の各号に掲げる事項について審議し、決定する。

（1）　事業計画に関すること

（2）　予算・決算に関すること

（3）　規約等に関すること

（4）　理事の就任に関すること

（5） その他、会長が必要と認めた事項に関すること

４ やむを得ない理由により、会議に出席することができない理事は、書面により他の出席理事に表決を委任することが

できる。この場合、第２項の適用については出席したものとみなす。

５　理事会は毎年１回以上開催する。

６　理事会は、必要に応じて書面により開催することができる。

（特命理事）

第５条　会長は、理事会に特命理事を置くことができる。

２　特命理事は、会長が理事の中から指名し、会長が特に認めた重要案件に係る事業の執行について、幹事会を指

揮することができる。

３　特命理事は、必要に応じて幹事会に出席することができる。

（幹事会）

第６条　協議会に、幹事会を置く。

２ 幹事会は、第３条第１項第１号から第10号に定める理事がその所属する機関の職員の中から指名した幹事で構成

する。

３　幹事の任期は２年とし、再任を妨げない。

４　幹事は、会長が委嘱する。

５　幹事会に代表幹事及び副代表幹事の各１名を置く。

６　代表幹事及び副代表幹事は、幹事の互選により決定し、幹事会を主宰し、統括する。

７　副代表幹事は代表幹事を補佐し、代表幹事に事故あるとき又は代表幹事が欠けたときは、その職務を代行する。

第７条　幹事会は、代表幹事が招集する。

２　幹事会は、幹事の２分の１以上の出席により成立するものとし、議長は代表幹事とする。

３　幹事会は、第２条第２項に定める事業の企画・立案を行い、並びに当該事業の業務を執行するとともに、次の各号

に掲げる事項について審議し、決定する。

（1）　理事会に付議すべき事項

（2）　理事会が議決した事項の執行に関すること

（3） その他、理事会の議決を要しない業務の執行に関すること

４　幹事会は、必要に応じて書面により開催することができる。

（参　与）

第８条　協議会に参与若干名を置く。

２　参与は、理事会の諮問に応じ、必要に応じて理事会に意見を述べることができる。

３　参与は、会長が委嘱する。

（ワーキンググループ）

第９条　協議会に、会長に命じられた事項を調査し、整理するために、ワーキンググループを置く。

２ ワーキンググループの構成員は会長が指名する。

（事務局）

第10条　協議会に事務局を置く。

２　事務局は、広島県健康福祉局被爆者支援課に置く。

３　事務局に事務局長及び事務局次長を置く。

４　事務局長は広島県健康福祉局被爆者支援課長を、事務局次長は広島市健康福祉局原爆被害対策部調査課長

をもって充てる。

（会　計）

第11条　協議会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までとする。

２　協議会の事業運営に要する経費は、広島県・広島市の負担金等をもって充てる。

３　協議会の会計を監査するために会計監事２名を置き、広島県健康福祉局健康福祉総務課長及び広島市健康福

祉局健康福祉企画課長をもって充てる。

（雑　則）

第12条　この規約に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が定める。

附　則

この規約は、平成３年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成４年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成９年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成11年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成13年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成14年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成15年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成18年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成20年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成23年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成24年４月１日から施行する。

附　則

この規約は、平成26年４月１日から施行する。




